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研究成果の概要（和文）：

第 5 回芸術家調査の実査を行い、過去のデータとの統合してデータベースの拡充を図り、芸

術家の世帯形態別に年収の分析を行った。これらの研究結果は国内外の学会で研究発表を行っ

た。国勢調査の全世帯数の 10％抽出のミクロデータの目的外利用許可(昭和 55 年～平成 17 年

の 6 回分)が最終年度直前に認められ、データベース構築後、世帯形態別に一次処理を済ませた。

研究成果の概要（英文）：
The 5th Japan’s Artists Survey was conducted to construct the total database

including the four rounds surveys conducted during the past twenty years. Artists’
annual income was analysed by their household patterns. The results were published
at several academic meetings both in Japan and overseas. The use of ten percent
sampled micro data of Japan’s Population Census from 1985 to 2005 was granted just
before the final project year. We constructed its database, and finished the initial data
processing by the household patterns.
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１．研究開始当初の背景

政府の各種政策については、その立案過程

の合理性とその政策結果の評価が、より一層

求められるようになってきた。文化政策につ

いては、従来、文化価値を扱うために、統計

的数量分析が難しいと考えられておりその

統計の政府統計としての体系的整備も十分

に行われて来たとは言い難い。しかし９０年

代のバブル崩壊前は製造業中心の経済構造

であったが、その後、日本経済のサービス業

化は急速に明瞭になってきた。一言でサービ
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ス業といってもさまざまの分野を含んでお

り、第 11 回標準産業分類の改定でその姿の

変容を示す指標として整備されてきたが、時

系列的に統計を整備する作業は順調ではな

い。それどころか、これまでの文化統計の未

整備の帰結としてその基本統計系列も整備

されていないのが現状である。

本研究は、その欠点を補うために、現行の

政府の文化芸術行政のための基礎的統計デ

ータの整備を目的としている。この目的のた

めに、本研究は（１）芸術文化の供給がどの

ような構造を持っておりそれと文化政策に

必要な統計データ体系のシステムを供給者

の視点から設計検討する。さらに、（２）そ

の芸術文化の担い手としての供給サイドは、

単一体ではなく、芸術家をはじめとする個人

では、業主的な存在と被雇用者的な者とがあ

り、団体もまた、法人格を持つものとそうで

ないものとがある。さらに事業主体としては

極めて不安定な存在として、事業単位毎に、

ちょうど建設業におけるコンソシアムのよ

うな企業構造を持っている。従って、そこで

従事する人たちは極めて入り組んだ形で派

遣出向、外注等の関係で営まれていることな

どを視野に入れて構造を分析する。（３）さ

らに事態を複雑にしているのは、文化産業従

事者が、その仕事で十分な生計を立てるのが

実態的に難しく、そのためにこうした人々の

生計を支えるのが世帯の他の構成員である

ことがしばしば見られることである。これは

本研究の研究者集団でこれまで 1986～2001

年にかけて４回実施した芸術家の実態調査

で明かにしたことである。

わが国では、生活水準の向上及び余暇時間の

増大等を通じて歌舞伎、邦楽といった伝統芸

術・芸能から各種演劇や、外来のオペラコン

サートまで、さまざまな種類の公演活動が行

われている。特に近年ではこれらの公演を

行う劇場ホールが、バブル期に採算を無視し

て多数建設され、芸術・芸能文化の鑑賞機会

だけは拡大した。経済のサービス化は、こう

いった芸術・芸能文化の経済的価値の増大を

加速化する一方、伝統芸術・芸能をはじめと

する多くの分野で、その伝承と伝承者の人材

育成の必要性に答えることが難しくなって

いる。特に、近代化、少子化等による社会構

造の変化、海外の芸術・芸能文化がわが国で

公演されることにより、内容にも厳しい競合

関係が生れ、さらに、バブルの崩壊にともな

って芸術・文化活動にたいする民間の支援

（メセナ）も急落している。ただ、芸術・芸

能・文化は、単に人々の楽しみによって人々

の生産活動への意欲と活力の涵養のために

だけ存在するのではなく、物的生産活動にお

けるデザイン力や創造性を高めることにも

貢献しており、わが国の芸術・芸能・文化の

水準を維持、向上させることは、日本の産業

社会に国際競争力を与え、活気をもたらすも

のでもある。

しかし、多数存在する劇場ホールは一部を

除き、芸術・芸能家の育成には必ずしも結び

ついていない。ホールの数の増加は鑑賞者層

の広がりがない。あるいは上演に対する批評

活動の広がりが、十分ではない。それらの数

多くの問題が指摘されている。これらの問題

の多くはわが国における芸術・芸能・文化総

体の現状を知る指標が十分ではなく、効果的

な対策がたてられていないことに起因する。

２．研究の目的

本研究による芸術・芸能文化統計の体系的

整備は、上記の（１）～（３）の３つの項目

のうちで供給者に視点をあてて、これらの課

題に応えようとするものである。上記(a)の

調査は、芸術・芸能家のキャリア形成が行わ

れた私的、および公的な環境、必要とした



時間及び費用等々の現状を明らかにすると

ともに、およそ 20 年間にわたるわが国にお

ける変化を明らかにする。上記(b)の調査で

は、芸術・芸能活動の公演を支援する芸術・

芸能・文化団体の運営および事業状況を聞き

取り調査し、この分野に必要とされる資源、

および専門性等を明らかにする。そのために

既存の政府統計および民間統計を再開発す

る。我々の研究グループは前述の芸術の供給

側の実態調査だけでなく、需要サイドの実態

調査も同じ周期で実施してきた。それを、需

要面の調査結果と組みあわせ、芸術・芸能・

文化の現状を明らかにする統計体系を構築

することを目的としている。

日本のこれまでの文化政策は、統計に裏付

けられた立案ではなく、ともすれば、「ハコ

もの行政」という言葉で表現されるような、

ホール・文化会館などの建造物が優先されて

きた。それに附随して、どのような演目を提

供するのかというソフトに関する政策が不

在だった。現代の若者の芸術志向、芸術作品

の方向性を踏まえ、それらに活力を与える教

育面を含めての政策立案が無ければならな

い。この研究は、人々の芸術に対する意識を

幅広く調査し、将来の文化のあり方を見定め

ながら、合理的文化政策を立案するための基

礎づくりであると考えられる。

３．研究の方法

我々の研究グループでこれまでに実査し

た４回の「芸術家および芸能家の生活実態と

キャリア形成調査」(芸術家調査)では、芸術

関連従事者の延べ４万６千人に関して調査

を行って、政府統計にはない詳細な芸術家の

キャリアと生活実態についてデータを蓄積

してきた。5年ごとに実査してきたこの調査

の継続として第 5 回調査を実施して、基礎

データの充実化を計る。更にこれらの統計

体系の整備の基礎として政府統計の中で、世

帯構造とその構成員の所属産業・職業を示す

基盤的統計である国勢調査について、その

10％抽出のミクロデータを統計法の目的外

使用の申請を行い、政府統計局の公式の公表

データからは分からない世帯形態を考慮し

た芸術関連従事者のいる世帯の収入の実態

を分析する。

これらの体系整備により、既存の芸術・芸

能・文化関連統計を再開発して芸術・芸能関

係の体系的な統計が構築できる。これらの調

査およびデータベースに基づく研究によっ

て、芸術・芸能・文化の現状を明らかにする

情報基盤が作成され、政策立案の過程の透明

化に貢献することができる。つまり、これら

の統計体系による政策研究は、芸術・芸能・

文化活動に関わる人材の育成、これらの活動

のための環境の整備、さらにはわが国におけ

る芸術・芸能・文化水準の向上を図るために

役立つとともに、文化政策全般の経済的評価

の基礎になる。

４．研究成果

第 5回芸術家調査の実査を行い、データベ

ースの拡充を図った。更に、そのデータを元

にして、芸術家の世帯形態別に年収の分析を

行った。この結果は国内では日本統計学会や、

文化経済学会などで研究発表を行った。海外

では、国際文化経済学会(コペンハーゲン開

催)でも報告している。

国勢調査の全世帯数の 10％抽出のミクロ

データを目的外利用申請の準備を研究初年

度から開始して、3 年目の終わりの時期によ

うやく1年間の使用許可(昭和55年～平成17

年の 6 回分)が認められ、最終年度に使用開

始した。各年次のデータは約 2000 万人前後

と膨大でデータベース構築に時間がかかっ

たが、世帯形態別に一次処理を済ませること



ができた。現在、使用期間は終了しており、

別の科研プロジェクトで再度利用申請する

ために作業を開始している。本科研で既にデ

ータベース構築のノウハウは獲得している

ので、今後は使用許可が得られ次第速やかに

実際の分析作業に入れる体制を整えた。
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